
◎構造改革特別区域法の一部を改正する法律 
（平成一六年五月二八日法律第六○号）   

一、提案理由（平成一六年四月一六日・衆議院内閣委員会） 

○金子国務大臣 このたび政府から提出いたしました構造改革特別区域法の一部を改正

する法律案について、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 構造改革特区は、地方や民間が自発的に構想を立案し、それぞれの地域の特性に応じ

た規制の特例を導入することにより、構造改革をさらに加速させるための突破口となる

ものであります。 

 平成十四年の第百五十五回国会において御審議いただき成立いたしました構造改革特

別区域法においては、同年八月の第一次提案に基づき、構造改革特別区域において講ず

ることができる、法律事項に関する規制の特例を定めました。さらに、昨年の第百五十

六回国会においては、規制の特例措置を追加する構造改革特別区域法の一部を改正する

法律案を御審議いただき成立しております。 

 政府においては、民間にできることは民間に、地方にできることは地方にとの理念の

もと、構造改革を推進しているところですが、構造改革特別区域推進本部においても、

多様な特区の実現に向け、その後も引き続き全国から提案募集を行い、新たな規制の特

例措置を決定してまいりました。これら本部で決定した特例措置のうち、第二次提案募

集を踏まえ検討することとされていた法律の特例に関する措置の中で残っていました医

療法等の特例並びに昨年六月に実施した第三次提案募集及び十一月に実施した第四次提

案募集を踏まえた法律の特例に関する措置を新たに追加することを通じ、経済社会の構

造改革を推進するとともに地域の活性化を図るため、この法律案を提出する次第であり

ます。 

 この法律案の概要を申し上げますと、 

 第一に、医療法等の特例として、認定構造改革特別区域、以下、特区と略させていた

だきます、においては、株式会社が自由診療で高度な医療の提供を目的とする病院また

は診療所を開設することができることとしております。 

 第二に、教育職員免許法の特例として、特区においては、都道府県教育委員会が行っ

ている特別免許状の授与について、市町村の教育委員会も行うことができることとして

おります。 

 第三に、漁港漁場整備法等の特例として、特区においては、国または地方公共団体が

行政財産であります特定漁港施設を貸し付けることができることとしております。 

 第四に、狂犬病予防法の特例として、特区を設定した市町村の長は、狂犬病予防員の

任命、捕獲人の指定、犬の抑留等について、必要な経費等をみずから負担することを条

件に、行うことができることとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御賛成いただきますようお願いを申し上げる次第



であります。 

 以上であります。 

二、衆議院内閣委員長報告（平成一六年四月二七日） 

○山本公一君 ただいま議題となりました構造改革特別区域法の一部を改正する法律案

につきまして、内閣委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、経済社会の構造改革を推進するとともに地域の活性化を図るため、病院等開

設会社による病院等開設事業に係る措置、市町村教育委員会による特別免許状授与事業

に係る措置その他の構造改革特別区域に係る法律の特例に関する措置を追加しようとす

るものであります。 

 本案は、去る四月十六日本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、同日本委員会に

付託されました。 

 本委員会におきましては、同日金子国務大臣から提案理由の説明を聴取した後、質疑

に入り、二十一日質疑を終了いたしました。二十三日討論を行い、採決いたしましたと

ころ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年四月二三日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項について十分配慮すべきである。 

一 株式会社による医療参入に係る特例措置については、高度医療の範囲を限定するこ

ととし、経済的波及効果、国民医療の進展効果等の実証を行い、その結果を公表する

こと。 

二 株式会社による医療参入に係る特例措置について経済的波及効果、国民医療の進展

効果等がない場合には、構造改革特別区域における株式会社の医療参入について、議

論をし見直しを行うこと。 

三、参議院内閣委員長報告（平成一六年五月二一日） 

○和田ひろ子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、経済社会の構造改革を推進するとともに地域の活性化を図るため、病院

等開設会社による病院等開設事業に係る措置その他の構造改革特別区域に係る法律の特

例に関する措置を追加しようとするものであります。 

 委員会におきましては、構造改革特区制度への評価と今後の改善方策、株式会社によ

る病院設立が医療制度に与える影響、教育職員の特別免許状の授与を市町村教育委員会

が行うことへの懸念等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承

知願います。 

 昨日、質疑を終わり、討論に入りましたところ、日本共産党の小林委員より反対の旨

の意見が述べられました。 



 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 以上、御報告申し上げます。 


